
 

 

 

 

「水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準の見直しについて」に対する 

意見の募集（パブリックコメント）の実施結果について 

 

 

１．概要 

 平成 27 年７月にとりまとめた中央環境審議会水環境部会生活環境項目環境基準専門委員会「水質

汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準の見直しについて（報告案）」につき、以下のとおり意

見募集を行った。 

・意見募集期間：平成 27 年８月４日（火）～平成 27 年９月２日（水） 

・告知方法：環境省ホームページ、電子政府ホームページ及び記者発表 

・意見提出方法：郵送、ファックス又は電子メール 

 

２．意見提出数 

  16 通（意見の件数 45 件） 

 （内訳） 

  業界団体 6 

  民間企業 1 

  教育・研究機関 4 

  個人又は無記名 5 

 

３．寄せられた御意見概要及びそれに対する考え方 

  別紙のとおり。 

資料２ 
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寄せられた御意見概要及びそれに対する考え方 

 

１．「２．生活環境項目としての環境基準の検討について」に関して 

No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

1 2~6 2．  水生生物・水生植物の保全や親水利用等の観点か

ら、環境基準その他の指標を新たに設定する場合に

は、科学的知見はもちろん、対策の費用対効果を吟

味するなど、幅広い関係者の意見を聞いて、十分な

検討を行うべきである。 

 

1 環境基準は、維持されることが望ましい基準として、

行政上の政策目標として科学的判断に基づき設定さ

れるものであり、対策の費用対効果等について特段

の考慮は行っていません。 

現在検討している環境基準は、各地域の意見を踏ま

えて類型指定を行うものであり、各地域が目指すべ

き水環境像に向けて必要かつ取り得る対策が検討さ

れることとなります。 

なお、沿岸透明度については環境基準ではなく、地

域において設定する目標として検討しています。 

 

2 5 2．（2）

3）① 

3～4 底層溶存酸素量の減少は底層を利用する生物のみ

でなく、その水域全体の生態系にも影響を与えるこ

とも明記すべきである。 

1 御意見の内容については、報告案 5 頁の 15～33 行に

記載しています。 

3 5 2．（2）

3）① 

11～

14 

底層溶存酸素量の低下は様々な原因によって生じ

るのは記述の通りであるが、水温上昇や自然的要因

についても記載すべき。具体的には、水温上昇に伴

う夏季の成層強度の増大も貧酸素化の要因として

大きいと考える。また、P.11 の類型指定の項にも記

述されている「自然地形として水深の深い場所」が

ある。 

1 御意見を踏まえ、報告案 5 頁の該当部分を以下のと

おり修文します。 

 

「このような底層溶存酸素量の低下は、・・・人工的

な深堀り跡等における底層への酸素供給量の低下、

水温上昇に伴う底層への酸素供給の阻害など、様々

な原因により生じていると考えられる。」 

別紙 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

  

併せて、報告案 22 頁の引用文献に以下の文献を追加

します。 

本田是人、戸田有泉、二ノ方圭介、中嶋康生、鈴木

輝明（2015）三河湾における水質環境と貧酸素水塊

の変動、水産海洋研究、79(1)、pp.19-30. 

 

4    底層の貧酸素化の要因として化学的、生物的、物理

的な多様な側面があるため、それらに配慮した追加

指標が必要と考える。各側面と指標の例を以下に示

す。 

化学的側面：流入する汚濁物質による直接的な DO

消費⇒COD 

生物的側面：流入する栄養塩と日射による植物プラ

ンクトンの増殖、食物連鎖と死滅後の沈降と堆積に

よる底層の DO 消費⇒クロロフィルやプランクト

ンの量 

物理的側面：海域では表層の淡水層の厚さと密度差

による成層形成の長期化、湖沼では流入水の水温が

湖沼の水温より高い場合、密度差により成層が形成

され、常態化することによる長期化により、底層に

酸素が供給されない。⇒流入水の水温、水域表層の

水温、成層の厚さ、成層形成期間等 

1 本報告案では、水生生物の生息への影響等を直接判

断できる指標として底層 DO に着目した検討を行っ

たものです。さらに追加指標が必要かどうかについ

ては、今後の検討課題と考えます。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

5 6 2．（2）

3）② 

17 「親水利用空間」の定義を記載すべき。 

水中の水質に関する話の中で、“空間”という言葉

に違和感を感じ、わかりづらい。 

また、ダイビングでは水平方向の透視度も一般的に

透明度と言われており混乱する可能性があるので

定義は必要。 

1 御意見を踏まえ、報告案中に記載の「親水利用空間」

を「親水利用の場」と修文します。 

 

14 4．（1）

2） 

7，13 

 

２．「３．底層溶存酸素量の目標設定の検討について」に関して 

No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

6 7～

13 

3．  底層 DO について、値の変動に係る科学的知見や対

策手法及びその効果が不明確であること、監視及び

評価方法に関する技術的な問題があることから、環

境基準とすべきではない。 

1 底層 DO は、貧酸素水塊の発生により水生生物の生

息や水利用等に障害が生じている状況にあることか

ら、水生生物の生息への影響等を直接判断できる指

標として、環境基準として設定するものです。環境

基準は、環境基本法に基づき、維持されることが望

ましい基準として、行政上の政策目標として科学的

判断に基づき設定されるものであり、基準設定によ

り必要な対策の促進を図ることとなります。また、

常に適切な科学的判断が加えられ、必要な改定がな

されることとされています。 

また、値の変動も踏まえた測定及び評価方法につい

て、今後国において検討する予定であり、対策手法

については、関係者が連携し、従来の水質汚濁防止

対策だけでなく、藻場・干潟の造成、環境配慮型港
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

湾構造物の整備、深堀り跡の埋め戻し等の様々な対

策を組み合わせた実施が考えられます。 

さらに、より適切な測定及び評価を行っていくため

に、今後とも新たな知見の蓄積とその反映を図るこ

とが適当と考えます。 

 

7 8 3．（2）

2）② 

 魚類の再生産段階の貧酸素耐性評価値については、

再生産段階に関する知見が少なく、今回根拠とした

のはニシン科、トウゴロウイワシ科の浮魚について

のデータであり、今回の基準設定の主たる対象とな

る底魚とは生活史型が異なる。このため、生育段階

の貧酸素耐性評価値に加える補正 DO 値が 1mg/l

でよいか疑問がある。安全を見こして生活型の類似

する底生性甲殻類である、クルマエビ、ヨシエビの

生育段階と再評価段階の貧酸素耐性評価値（参考資

料 24 頁の表５）の差とほぼ同等な値である 2mg/l

を生息段階の同評価値に加えた値をもって推定値

とすべき。 

 

1 魚類の再生産段階の貧酸素耐性評価値については、

貧酸素耐性試験や現場観測等から得られていないこ

とから、参考資料 24 頁に記載のとおり米国環境保護

庁において、魚介類等の貧酸素耐性について知見が

得られている全魚類のうち、50%が致死する溶存酸素

量（LC50）が求められているデータを発育段階別に

抽出した結果をもとに換算式を用いて、仔魚の LC5

と未成魚の LC5の差を算出すると 0.92mg/lとなって

いることから、生息段階の評価値に 1mg/l を加えた

値を推定値として導出しています。 

また、甲殻類については、現在得られている実験文

献等による稚エビ・稚ガニの貧酸素耐性評価値を再

生産段階の評価値として扱っています。 

なお、報告案 8 頁に、今後、再生産段階の貧酸素耐

性評価値が貧酸素耐性試験や現場観測等により得ら

れる場合には基本的にその値を用いることが適当で

ある旨記載しています。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

8 10 3．（4）  参考資料 22 頁の表８から、底棲魚介類の分布境界

は 2.4mg/l 以上であることから、報告案の類型「生

物３」の基準値は、「2.0mg/l 以上」とあるが、“無

生物域を解消する水域”としての適用ならばともか

く、“生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物

が、生息できる場を保全・再生する水域”並びに“再

生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が、再

生産できる場を保全・再生する水域”に適用するこ

とは、科学的に見て不適切。「生物３（基準値：

2.0mg/l 以上）」については、科学合理性のある、類

型「生物３（基準値：2.5mg/l 以上）」及び「生物４

（基準値：2.0mg/l 以上・・・無生物域を解消する

水域のみを目的）」の二つに分けるべき。 

1 水生生物の貧酸素耐性評価値は、貧酸素耐性試験に

より評価される致死濃度に着目し、算出しています。

その中には、貧酸素耐性評価値が 2.0mg/l を下回る水

生生物が複数存在し、このデータももとに、貧酸素

耐性が高い水生生物が生息できる環境であり、また、

小型多毛類等が生息でき、無生物域が解消される水

域における目標値を 2.0mg/l と設定しています。な

お、実環境における溶存酸素量が水生生物の生息に

与える影響に関する知見についても参考としていま

す。 

また、実際の類型指定の運用も総合的に判断して、

３段階の類型に設定していますが、今後も知見を蓄

積しつつ、必要があれば基準値や類型指定について

将来的に検討することが適当であると考えます。 

 

9 10 3．（4）  参考資料 7 頁図 9 において、水域ごとの平均値を見

ると、2.0mg/l をほぼ上回る値となっており、類型

「生物３（基準値：2.0mg/l 以上）」では、現状の底

層 DO の改善につながらず、生息に適した生物も極

めて限定された種となり、生態系の回復にもつなが

らないため、設定すべきではない。 

1 参考資料 4 頁表１にあるとおり、閉鎖性海域におい

ては 2.0mg/l を下回る地点も一定程度存在しており、

この改善のために、「生物３」の類型において基準値

2.0mg/l を設定する必要があると考えます。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

10 10 3．（4）  底層 DO は従来の環境規制の考え方と異なり、状態

指標であり、状況に応じて適切な目標値が設定され

るよう、定期的な見直しを行うことが望ましいこと

を明記すべき。また、環境庁告示第 59 号によれば、

生活環境保全環境基準は達成期間を設定すること

とされ、著しい水質汚濁が生じているものまたは生

じつつあるものについては、5 年以内に達成するこ

とを目処とすることとされていることから、5 年以

内の基準達成のための対策と効果について、定量的

に示すべき。 

1 底層 DO については、従来の環境基準と同様に、環

境基本法に基づき、常に適切な科学的判断が加えら

れ、必要な改定がなされることとされています。今

後、環境庁告示第 59 号を考慮しつつ、水域ごとに国

および地方自治体において類型指定を行うこととな

りますので、その際、各水域の状況に応じて、適切

な目標値の設定並びに適切な対策及び効果について

検討が行われることとなります。 

11 13 3．（7）  

12 10 3．（5）  類型指定にあたり、地域の事業者の意見を十分に配

慮し、COD 等関連した既存の環境基準との関係を

明確にした上で決定すべき。また、対策の検討にお

いても地域の事業者の意見に配慮すべき。 

 

1 類型指定にあたっては、報告案 10 頁に、既存の環境

基準の類型指定を参考にしつつ検討することが適当

である旨述べています。また、当該水域の利水関係

者や管理者等の意見を踏まえて、各水域の状況に応

じて検討を行うこととなりますが、関係者の範囲に

ついては、地域の判断によることとなります。 

13 3．（7）  

13 10 3．（5） 18 報告案では、「閉鎖性海域及び湖沼を優先すべき」

としているが、底層 DO の基準設定を行う対象水域

に閉鎖性の運河なども含めるべき。 

1 今回の報告案では、これまでの知見等に基づき、湖

沼及び海域を基準設定の対象水域としています。な

お、いただいた御意見については、今後の検討課題

とさせていただきます。 

14 10 3．（5） 19，

23 

類型指定にあたっては、保全対象種の選定を含め、

各地域の意見として、知事の意見のみならず地域住

民、地元市町村の意見を聞くべき。 

2 類型指定にあたっては、報告案に記載のとおり当該

水域の利水関係者や管理者等、各水域の状況に応じ

て検討することとなりますが、関係者の範囲につい

ては、地域の判断によることとなります。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

15 10 3．（5） 23 底層の溶存酸素量が常に低いような場合には赤潮

等の発生に伴い、底層以外にも生息する生物に影響

を与えるため、保全対象種は底層に生息する生物の

みならず、その水域に適した生物種とすべき。 

 

1 報告案は、底層を利用する水生生物の個体群が維持

できる場の保全・再生に着目し、底層 DO の環境基

準の設定について検討したものですが、底層 DO の

基準化に伴い、底層の貧酸素化の防止により、底層

に生息する生物のみならず、水域全体の水生生物の

保全の推進が図られるものと考えます。 

16 11 3.（5） 10 類型指定に例外を認めることに反対する。類型指定

を行う必要のない範囲についての記載は削除すべ

き。港湾区域のように構造物や航路等により底層が

貧酸素化しやすくなっている海域は、構造物が設置

されるなどしなければ多様な生物が生息していた

海域であり、このような場こそ環境改善が必要。ま

た、海域は多様な生物が生息するものであり、貧酸

素耐性に関する知見の蓄積がある種のみで類型指

定しないことを判断するのは適切ではない。 

1 必ずしも類型指定を行う必要のない範囲とは、自然

的要因により水生生物の生息に適さない範囲等のほ

か、現在の水域の利用状況について総合的に検討し

た結果、水生生物が生息できる場の保全・再生を図

る必要がないと地域が判断した範囲であり、限定的

なものと考えています。底層 DO の類型指定が必要

な範囲を 10～11 頁に記載する一方で、すべての水域

について類型指定をしてきた COD、N、P とは考え

方が異なることを明示するため、自治体等の参考と

なるよう、必ずしも類型指定を行う必要がない範囲

を併せて記載したものです。なお、今回知見が収集

された水生生物種以外の生物種を保全対象種とする

ことも可能であり、その場合は、報告案 11 頁におい

て、今回示した貧酸素耐性評価値の導出方法を参考

とする旨記載していますが、具体的な類型指定の方

法については、今後検討されることとなります。 

17 13 3．（6）

1） 

 底層 DO の測定地点において、１地点で把握できる

範囲を明確にしておくべき。 

1 測定地点１地点で把握できる範囲を一律に設定する

ことは困難であり、水域ごとに類型指定を行う際に、
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

 各水域の状況に応じて、当該水域において水生生物

の保全・再生を適切に評価できる地点が測定地点と

して設定されることとなると考えます。 

18 13 3．（6）

1） 

 近年の調査では、夏季の海底上１ｍの DO が上昇し

ているが、底生生物の種類数はほとんど変化してい

ないこと、海底直上と海底上１ｍの DO の値が１

mg/l 以上異なること、及び水位変動に伴って６時間

の間に 3mg/l 程度変化することが明らかになって

いることから、散発的に実施されている海底上１ｍ

の DO のモニタリングでは、生物への影響を十分に

評価できない可能性が示唆されている。よって、測

定地点と測定頻度に関する記載についてそれぞれ

以下①、②のとおり修正してはどうか。 

①・・・なお、測定水深については、原則として海

底直上とし、その実施が難しい場合については、海

底又は湖底から１ｍ以内の底層の採取でも可能と

する。 

②・・・また、水生生物の生息・再生産の場を保全・

再生するうえで重要な地点においては底層溶存酸

素量の日間平均値を適切に把握するため、複数回の

測定や、連続測定を行い、底層の溶存酸素量の変動

を把握したうえで、測定計画を立案することとす

る。 

 

1 可能な限り海底または湖底直上で測定することが望

ましいと考えていますが、海底または湖底直上での

測定は底泥の巻き上げや地形の影響等により現実的

に困難な場合があるため、海底又は湖底から 1ｍ以内

の底層と記載しています。 

御意見のうち①については、以下のとおり修文しま

す。 

（６） 

１）測定地点 

「・・・なお、測定水深については、可能な限り海

底又は湖底直上で測定することが望ましいが、底泥

の巻き上げや地形の影響等のためこれにより難い場

合には、海底又は湖底から１ｍ以内の底層とする。」 

②については、報告案 13 頁に記載の測定回数を増や

すことや、水生生物の生息・再生産の場を保全・再

生するうえで重要な地点における連続測定等につい

て考慮した測定計画を地方自治体が策定することと

なりますので、御意見の趣旨は反映されるものと考

えます。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

19 13 3．（6）

1） 

 「水生生物の生息・再生産の場を保全・再生するう

えで重要な地点」との記載があるが、これは誰がど

う判断するのか。あるいは、保全・再生するための

計画づくりが必要なのか明確にすべき。 

 

1 各水域において類型指定を行うにあたり、関係者の

意見を聴取し、当該水域の環境状況等を把握するた

めに調査を実施し、それらの結果も踏まえて水域に

応じて国又は地方自治体が水生生物の生息・再生産

の場を保全・再生するうえで重要な地点について判

断を行うものと考えており、底層 DO の測定頻度も

設定されることとなります。また、保全・再生する

ための計画策定の必要性についても、各地域におい

て同様に判断されることとなります。 

20 13 3．（6）

2） 

 水質の状況のわかりにくい底層の環境基準の適否

を日間平均値で行うため、少なくとも１日当たりの

測定回数を明記すべき。 

 

1 測定回数については、地域の実情を踏まえ設定する

ため、一律に回数を明記することは困難と考えます

が、測定回数を増やすことが望ましいため、報告案

13 頁に、「可能であれば、複数回の測定や、水生生物

の生息・再生産の場を保全・再生するうえで重要な

地点においては連続測定を行うことが望ましい。」と

記載しているところです。 

なお、報告案では、基準値は日間平均値により評価

するとしていますが、環境基準の達成又は非達成の

評価方法については、報告案 13 頁に記載のとおり、

今後国において検討する必要があるとしています。 

21 13 3．（6）

1）、2） 

 DO については、短期的な変化の大きい場合がある

ため、測定頻度や調査地点を増やすなどの工夫が必

要と考える。 

 

1 調査地点については、各水域の状況に合わせて適切

な地点を設定する必要があることから、報告案に「保

全対象種の生息及び再生産、底層溶存酸素量等の水

域の状況等を勘案して、水生生物の保全・再生を図
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

る範囲を適切に評価できる地点を設定する。」と記載

しています。また、可能な限り測定回数を増やすこ

とが望ましいことから、「底層溶存酸素量の日間平均

値を適切に把握するため、可能であれば、複数回の

測定や、水生生物の生息・再生産の場を保全・再生

するうえで重要な地点においては連続測定を行うこ

とが望ましい。」と記載しています。 

22 13 3．（6）

3） 

 底層 DO について、生態系のリスクを考えると、目

標を達成した環境基準点の数ではなく、目標を達成

した水域の面積や期間（日数）といった指標による

水域全体を総合的に評価するための目標設定が必

要と考える。 

 

1 水域に係る評価方法については、今後、測定値の変

動も踏まえた時間的、空間的な観点から検討するこ

ととなります。 

23 13 3．（7）  問題の解決には従来の水質汚濁防止法では役に立

たないのは明白であり、環境省を始め地方自治体の

環境部局では具体的な改善策に取り組めないのが

実状。公共用水域を守り、改善する立場にある環境

省や地方自治体の環境部局が直接的な改善に取り

組めるような制度や仕組みづくりを検討すべき。 

1 環境基本法第 16 条第 4 項にあるように、政府は、公

害の防止に関するものを総合的かつ有効適切に講ず

ることにより、基準が確保されるように努めなけれ

ばならないとされており、環境省や地方自治体の環

境部局だけでなく関係省庁等と連携して、様々な水

環境保全施策を実施していくべきものと考えていま

す。 

 

24 13 3．（7）  貧酸素化している地点と原因がある地点の管轄が

異なる場合があるため、流域全体を含めた地域が協

働で取り組む体制づくりが必要。 

1 御意見のとおり、当該水域の関係者が連携して取り

組んでいくことについて、報告案 13 頁の対策の方向

性において記載しています。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

25 13 3．（7）  窒素、燐の負荷量を一律に規制するのではなく、海

水交換の程度が弱い海域は栄養塩の停留しやすい

ことから、これらを生物に転換する場である浅場や

干潟の造成を優先し、海水交換の程度が強い海域で

は供給された栄養塩が流出しやすいことから栄養

塩の供給を優先すべき。 

また、海域によっては栄養塩管理対策へ移行する、

という内容を記載すべき。 

 

2 関係者が連携し、従来の水質汚濁防止対策だけでな

く、藻場・干潟の造成、環境配慮型港湾構造物の整

備、深堀り跡の埋め戻し等の様々な対策を組み合わ

せて、中長期的な対策も視野に入れた総合的な水環

境保全施策を進めていくことが必要である旨報告案

に記載しています。また、栄養塩管理対策に関して

は十分な知見が得られておらず、各種モニタリング

の継続的な実施を含め、科学的な見地から各種調

査・研究を推進する必要があると考えています。な

お、対策の詳細な内容は、各水域において類型指定

を行う際に、改めて検討すべきと考えます。 

26 13 3．（7）  すでに貧栄養化が進んでいる海域において優先的

対策として汚濁負荷対策が進められれば、さらに貧

酸素化が進み、水産業に大きなダメージを与えるこ

とが予測される。 

報告案 13 頁の対策の方向性の記載では、従来の水

質汚濁防止対策が優先すべき対策とされているの

で、他の対策と横並びの１手法と捉え、関係者協議

によって採用すべき対策を決めるよう以下のとお

り修文すべき。 

「････底層溶存酸素量の改善が必要と判断される

水域については、採り得る対策について関係者が連

携・協議し、従来型の水質汚濁防止対策、藻場・干

潟の造成、環境配慮型港湾構造物の整備、････」 

1 御指摘の箇所は、対策の方向性において、通常想起

される水質汚濁防止対策だけでなく、その他様々な

対策の実施が必要であるという主旨で記載してお

り、従来の水質汚濁防止対策を優先するという主旨

ではありません。なお、原案の「関係者が連携し、」

については、御意見を踏まえ「関係者が連携・協議

し、」と修文します。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

27 13 3．（7）  護岸工事や海底の埋戻しなど水環境保全以外にも

影響を与える対策を行うのであれば、災害対策や経

済活動に対する考慮や該当する水域の環境以外の

活動とのバランスも必要であるため、報告案 13 頁

の対策の方向性における文章について、“将来のあ

るべき姿を見据えつつ”という文言を「中長期的

な・・・」の前に追記してはどうか。 

 

1 御意見を踏まえ、報告案について以下のとおり修文

します。 

（７） 

・・・様々な対策を組み合わせて、将来のあるべき

姿を見据えつつ、中長期的な対策も視野に入れ

た・・・ 

28 13 3．（7）  藻場・干潟の造成、環境配慮型港湾構造物の整備、

深堀り跡の埋め戻し等の様々な対策を組み合わせ

て、中長期的な対策も視野に入れた総合的な水環境

保全施策を進めて行くことを期待する。ただし、底

層 DO の基準達成のために、生物生産に悪影響を及

ぼす負荷削減を行わないことを求める。 

 

1 報告案 13 頁の対策の方向性において、御意見のとお

り、藻場・干潟の造成、環境配慮型港湾構造物の整

備、深掘り跡の埋め戻し等の様々な対策を組み合わ

せて、中長期的な対策も視野に入れた総合的な水環

境保全施策を進めていくことが必要である旨記載し

ています。また、各水域において負荷削減が生物生

産にどのような影響を及ぼすのかについては十分な

知見が得られておらず、各種モニタリングの継続的

な実施を含め、科学的な見地から各種調査・研究を

推進する必要があると考えています。 

29 13 3．（7）  底層 DO の目標値達成のために、藻場・干潟の造成、

環境配慮型港湾構造物の整備、深掘り跡の埋め戻し

等の物理的対策によって生物のすみかを改善する

ことは賛成であり、実施に必要な予算を確保すべ

き。 

 

1 各水域の状況に応じて対策の検討を行うにあたり、

必要な予算の確保についても検討されることとなり

ます。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

30 13 3．（7）  総量規制の効果は科学的に評価されていないため、

底層 DO について、総量規制の対象とすべきではな

い。また、基準達成のために“COD・窒素・リンの

水質総量削減制度”による規制により、貧栄養化に

よるノリの色落ちや漁獲量の低下などの悪影響が

でているため、規制を更に強める対策を行わないよ

う強く求める。 

2 本報告案は、生活環境項目環境基準の追加等につい

ての諮問に対するものであり、総量規制に係る御意

見については、本専門委員会における検討事項の範

囲を超えるものと考えています。 

 

３．「４．沿岸透明度の目標設定の検討について」に関して 

No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

31 14～

20 

4．  以下の理由から沿岸透明度を国が主導して地域環

境目標（仮称）を設定すべきではない。 

①値の変動に係る科学的知見や、対策手法及びその

変化が生態系に与える影響が不明確であること 

②親水機能の観点から安易に高い透明度を目標値

に設定すれば、かえって海洋資源の減少を招き、

現在の生態系を崩す恐れがあり、新たな公害の発

生も懸念されること 

③地域の範囲、合意形成のプロセスや決定主体が不

明確であり、すでに地域によって望ましい沿岸透

明度の水準がある場合は国の主導は不必要。ま

た、地方自治体独自の新たな規制項目の導入を誘

引しかねない。 

1 報告案に記載のとおり、沿岸透明度については、一定

の知見が得られたものの、従来の環境基準に設けられ

ている「類型」とは異なる考え方となること、同様な

親水利用を行う場合であっても求められる透明度が

水域によって異なることから、環境基準としてではな

く、地域環境目標（仮称）として設定することが適当

であるとしています。 

なお、本指標は、より望ましい水環境の実現のための

取り組みを地域が主体的に進めていくために指標と

して設定するものであり、報告案 19 頁に、目標値設

定に係る考え方及び手順について、国として整理を行

った上で示すことが望ましい旨記載しています。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

32 20 4．（8）  一般的に透明度は植物プランクトンの量と負の相

関関係があるため、その目標設定は生物生産量に影

響する。このため、沿岸透明度の目標値の設定にお

いては、生物生産量の向上や多様性確保の観点も含

めて検討すべき。また、地域の関係者の中に沿岸漁

業者が入り、合意を得て目標値の設定と対策を進め

るべき。 

 

2 御意見の内容については、報告案の 18 頁において、

「魚介類等水生生物の生息・産卵場確保、水質浄化機

能、物質循環機能の確保等の観点から保全対象種を選

定し、その成育の場を保全・再生すべき水域を設定す

る。その上で、その水域ごとに目標水深を設定し、各

地域の幅広い関係者の意見等を踏まえて、透明度の目

標値を導出することを基本とする。」と記載していま

す。また、報告案 20 頁において、「対策が必要と判

断される水域については、目標の達成に向けて効果的

な水質保全対策について議論し」と記載しています。

なお、藻場の再生の観点から目標設定が行われる場

合、漁業者も関係者に含まれるものと考えています。 

 

33 6、

14～

20 

2．（2）

3）②、

4． 

 透明度の検討にあたっては、海藻草類との関連のみ

が検討対象であり、海洋の生物生産を担っている植

物プランクトンとの関連について検討されていな

い。透明度は生物生産と密接に関連するため、目標

値の設定、運用においてそれを考慮し、かつ目標値

達成のためにいたずらに負荷削減が行われないよ

う要請する。 

 

1 植物プランクトンや水生生物の動態について、各種モ

ニタリングの継続的な実施を含め、科学的な見地から

各種調査・研究を推進する必要があると考えます。な

お、報告案 18 頁において、目標の設定にあたっては、

各地域の幅広い関係者の意見を踏まえて行うことと

し、また 20 頁の対策の方向性において、地域の関係

者が連携し、効果的な水質保全対策について議論し、

総合的に対策を推進していくことが重要である旨記

載しています。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

34 15 4．（3）

1）① 

 海藻草類に係る沿岸透明度の目標値設定の記述が

わかりにくい。 

 

1 御意見を踏まえ、報告案 15 頁の「（３）１）①海藻

藻類に係る沿岸透明度の目標値」を以下のとおり修文

します。 

「（２）１）①に記載した導出方法の考え方に基づき、

次のとおり、海藻草類の種ごとに、求められる分布下

限水深から必要な透明度の目標値を算出する関係式

についてまとめた。まず、水中の光量の減衰について

Lambert－Beer の法則に従って、水深と水中光量の

関係式を求め、Poole and Atkins（1929）に従って

透明度と減衰係数の関係式を求めた。これらの２つの

式より、ある水中光量における透明度と水深の関係式

を求めた。これに、海藻草類の種ごとの必要最低光量

をあてはめ、生育に必要な年間平均透明度と分布下限

水深の関係を求めると、アマモ・アラメ・カジメのそ

れぞれについて下表のような関係式が得られる。」 

 

また、以下の文章を表の下に記載します。 

「なお、アマモについて得られた上記の関係式は、実

際の藻場で観測された分布下限水深と透明度の関係

と概ね一致しており、上記の関係式は妥当なものであ

ると考えられる。」 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

35 15 4．（3）

2）①、

② 

 報告案 15 頁の 4．（3）2）①および②の記述ではす

でに目標値が設定されている水域があるように捉

えられるが、自治体等における現状の把握ではない

かと思われるため、それぞれ「目標値」ではなく、

「知見」もしくは「現状」といった文言とすべきで

はないか。 

 

1 御意見を踏まえ、報告案を以下のとおり修文します。 

２） 

①自然環境保全に係る沿岸透明度 

②日常的親水に係る沿岸透明度 

36 16～

20 

4．（4）

～（8） 

 沿岸透明度の目標設定にあたっては、導入根拠、設

定プロセス、対策手法の方向性等について、国とし

ての考え方を示すべき。また、あくまで努力目標で

あることを明記すべき。 

 

1 沿岸透明度の目標設定にあたっての導入根拠、設定プ

ロセス、対策手法の方向性について、報告案に記載の

とおりです。また、目標の位置付けについても報告案

に記載のとおり、環境基準として位置付けるよりも、

地域の合意形成により、地域にとって適切な目標（地

域環境目標（仮称））として設定することが適当と考

えられる旨記載しています。なお、この報告案に基づ

き、今後、目標設定に係る考え方及び手順について国

として改めて示していくことが適当と考えます。 

 

37 18、

20 

4．

（6）、

（8） 

 沿岸透明度の目標設定と対策の検討にあたり、地域

の事業者の意見を十分に配慮して決定することを

明記すべき。また、地域ごとに費用対効果の検討を

行うべき。 

 

1 報告案 18 頁に、「各地域の幅広い関係者の意見等を

踏まえて、適切な透明度を設定する。」と記載してい

ます。また、地域において各水域の状況に応じて必要

な対策の検討が行われるとともに、費用対効果につい

ても、地域において必要と判断されれば、検討がなさ

れるものと考えています。 
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No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

38 20 4．（7）  沿岸透明度に関し、濁りの原因について、浅場にお

ける波浪による底泥の巻き上げなど地形的な影響

等への配慮が必要と考える。 

 

1  報告案 19 頁に、「目標値の設定の検討の際は、場所

によっては底泥の巻き上げ等の自然的要因等により

透明度が低くなることに留意する。」と記載していま

す。 

39 20 4．（8）  沿岸透明度に関し、「どのような水質保全対策等が

効果的か等について議論して、総合的に対策を進め

ていく」とあるが、国民が日々目にする沿岸の港湾

内等を環境配慮型護岸に改良する等、物理的に海水

交換を高める対策を優先的に講じるべき。 

 

1 沿岸透明度の対策についての詳細な内容は、各水域に

おいて目標設定を行う際に、改めて検討すべきと考え

ます。 

40 20 4．（8）  沿岸透明度の目標設定に伴い、目標達成のために

“COD・窒素・リンの水質総量削減制度”による規

制を更に強める対策を行わないよう強く求める。 

 

1 本報告案は、生活環境項目環境基準の追加等について

の諮問に対するものであり、総量規制に係る御意見に

ついては、本専門委員会における検討事項の範囲を超

えるものと考えています。 

 

４．測定方法について 

No. 
報告案の該当箇所 

御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 
頁 章 行 

41    底層 DO 及び沿岸透明度について、測定方法が示さ

れていない。 

1 今回の報告案において、具体的な方法について示すこ

ととします。 
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※参考資料に対する御意見 

No. 
参考資料の

該当箇所 
御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 

1 20～23 今後各水域の類型指定に際して、アサリを保全対象種として

選定することが考えられる。参考資料 P.20 の表６、及び P.23

の表９では、生物各種の生息段階及び再生産段階の貧酸素耐

性評価値について整理されており、保全対象種の生息･再生

産の場を保全・再生する際の目標値の参考となるが、表６、

及び表９には、同資料 P.21 の表７で示されているアサリ浮

遊幼生の知見が反映されていない。その説明として同資料

P.21 に「浮遊幼生期では溶存酸素量が低い海水に遭遇すると

沈降するなど他の魚介類とは異なる生態上の特質がある。二

枚貝についての貧酸素耐性評価値を導出するためには、この

点に留意し、更なる検討を行う必要がある。」とあるが、同

資料表７の文献１９を見る限りでは、既にこの点に十分に留

意して評価値を導いていると考えられるため、この文献を引

用して同資料 P.20 の表６および P.23 の表９（再生産段階）

の評価値に現段階で加えるべき。 

1 御意見として承ります。なお、アサリについては、御

意見および同資料に記載のとおり、浮遊幼生期では溶

存酸素量が低い海水に遭遇すると沈降するなど他の

魚介類とは異なる生態上の特質があることや、今回示

した貧酸素耐性評価値の導出を行った方法とは異な

る実験方法により評価値が得られていることから、参

考資料 21 頁表７のとおり別に記載しています。 
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※本報告案以外の御意見 

No. 御意見の概要 件数 御意見に対する考え方 

1 大腸菌数及び TOC の追加に関する検討状況が公開されていない。 

また、通知試験法の中でも大腸菌数の試験方法（平成 23 年 3 月 24 日環水

大水発第 110324001 号 要測定指標（大腸菌数）の測定について）など、

環境省が定めた試験方法で、HP 上で公開されていないものが多数あるが、

公開の基準はあるのか。 

1 御意見として承ります。 

 

2 日本の下水道普及率は、東京都、大阪府以外は未だに低い状況であり、そ

の認識も低い。現状を見直し、国民に改めて警告を与える行政が必要であ

る。 

1 御意見として承ります。 

3 水環境保全施策として、トイレの処理方法に着目しつつ、生活排水をトイ

レと雑排水に分け、トイレはバイオトイレで完結処理を行い、雑排水は新

浄化槽で雨水状態にまで浄化して下水処理場に向かう汚水量を激減する方

法を水質汚濁軽減策に加えることを提案する。 

1 御意見として承ります。 

 


